
 

 

 

別冊８ 

使用済燃料乾式キャスク仮保管設備に係る補足説明 
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Ⅰ 乾式キャスク仮保管設備の構造強度及び耐震性について 

 

 乾式キャスク仮保管を構成する設備の耐震性の評価結果のうち，応力評価式を用いた評

価の妥当性を示す。 

 構造強度評価と耐震性評価は評価手法が酷似することから，評価範囲の広い耐震性評価

について，各設備について評価手順を示す。 

 

1.輸送貯蔵兼用キャスク A 

輸送貯蔵兼用キャスク Aについては今後評価結果を記載する。 

 

2.輸送貯蔵兼用キャスクＢ 

2.1.設計荷重 

 設計加速度を以下のように定める。 

Ｇ１＝ＣＨ・Ｇ 
          （軸方向水平地震力＋鉛直方向地震力＋自重の場合） 

Ｇ２＝（１＋ＣＶ）・Ｇ 

ここで，ＣＨ：水平方向設計震度（＝0.79） 

ＣＶ：鉛直方向設計震度（＝0.49） 

 

Ｇ３＝ＣＨ・Ｇ 
         （軸直角方向水平地震力＋鉛直方向地震力＋自重の場合） 

Ｇ２＝（１＋ＣＶ）・Ｇ 

ここで，ＣＨ：水平方向設計震度（＝0.79） 

ＣＶ：鉛直方向設計震度（＝0.49） 

 

2.2.応力評価 

2.2.1.キャスク容器及び二次蓋 

胴とバスケット側面との接触部に発生する平均支圧応力（σｐ）は次式で計算する。 

Ａ

・Ｇｍ
＝σ Ｇ
p

2  

ここで，Ｇ2：2.1.と同じ 

ｍＧ ：バスケットプレート及び燃料の質量(=3790kg) 

Ａ：胴の接触面積(=2.688×104mm2) 

 

2.2.2.バスケット 

2.2.2.1.地震力が鉛直方向と軸直角方向に作用する場合 

2.2.2.1.1.一次一般膜応力 
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最大応力が発生するのはバスケットプレート端部（図 2 ①部）である。 

鉛直方向加速度により発生する一次一般膜応力(σx)は次式で計算する。 

1

2

A
mA

x
・Ｇ  

ここで Ｇ2:2.1.同じ 

     ｍA:使用済燃料とバスケットプレート等の合計質量(=3790kg) 

    Ａ1:バスケットプレートの断面積(=2.688×104mm2) 

 

2.2.2.1.2.一次一般膜＋一次曲げ応力 

最大応力が発生するのはバスケットプレート格子端部（図 2 ②部）である。 

水平方向加速度により発生する一次一般膜応力(σy)は次式で計算する。 

1

3

A
mA

y
・Ｇ

 

ここでＧ3：2.1.と同じ 

ｍA:使用済燃料とバスケットプレート等の合計質量(=3790kg) 

Ａ1:バスケットプレートの断面積(=2.688×104mm2) 

 

鉛直方向加速度により発生する一次曲げ応力(σy)は次式で計算する。 

2
12

2

W

pB

y

l
lGm

M

Z
M

･

･・  

ここでＧ2:2.1.と同じ 

Ｍ：バスケットプレート格子端部の単位幅当たりの曲げモーメント(N･mm/mm) 

Ｚ：バスケットプレートの単位幅当たりの断面係数(=6mm3/mm) 

ｍB：使用済燃料，伝熱プレート及びバスケットプレートの合計質量(=381kg) 

lp:バスケットプレートの内のり(=162mm) 

lw:バスケットプレートのキャスク容器軸方向長さ(=4480mm) 

ただし，バスケットプレート同士の嵌合のため切欠きがあり，実際の荷

重負荷面の長さを lw/2 とする。 

 

鉛直方向加速度によりバスケットプレート格子端部（図 2 ②部）に発生する平均せ

ん断応力(τxy)は，次式で計算する。 

2
2 1

2

A
GmB

xy

･

・
 

ここでＧ2: 2.1.と同じ 

ｍB：使用済燃料，伝熱プレート及びバスケットプレートの合計質量(=381kg) 

Ａ1:バスケットプレートの断面積(=2.688×104mm2) 

 

2.2.2.1.3.平均せん断応力 

バスケットプレート格子端部（図 2 ②部）に発生する平均せん断応力(σS)は次式で

計算する。 
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2
2 1

2

A
GmB

S

･

・
 

ここでＧ2:2.1.と同じ 

ｍB：使用済燃料，伝熱プレート及びバスケットプレートの合計質量(=381kg) 

Ａ1：バスケットプレートの断面積(=2.688×104mm2) 

 

2.2.2.1.4.平均支圧応力 

バスケットプレート端部（図 2 ①部）に発生する平均支圧応力(σP)は次式で計算す

る。 

1

2

A
GmA

P
・

 

ここでＧ2：2.1.と同じ 

   ｍA:使用済燃料とバスケットプレート等の合計質量(=3790kg) 

   Ａ1:バスケットプレートの断面積(=2.688×104mm2) 

 

2.2.2.1.5.圧縮応力 

バスケットプレート端部（図 2 ①部）に発生する圧縮応力(σC)は次式で計算する。 

1

2

A
GmA

C
・

 

ここでＧ2：2.1.と同じ 

ｍA:使用済燃料とバスケットプレート等の合計質量(=3790kg) 

Ａ1:バスケットプレートの断面積(=2.688×104mm2) 

 

2.2.2.2.地震力が鉛直方向と軸水平方向に作用する場合 

2.2.2.2.1.一次一般膜応力 

最大応力が発生するのはバスケットプレート端部（図 2 ①部）である。 

鉛直方向加速度により発生する一次一般膜応力(σx)は次式で計算する。 

1

2

A
mA

x
・Ｇ  

ここで，Ｇ2:2.1.と同じ 

ｍA:使用済燃料とバスケットプレート等の合計質量(=3790kg) 

Ａ1:バスケットプレートの断面積(=2.688×104mm2) 

水平方向加速度により発生する一次一般膜応力(σz)は次式で計算する。 

1GlWz ･･  

ここで，Ｇ1 :2.1.と同じ 

ρ:バスケットプレートの密度(=7.93×10-6kg/mm3) 

lW:バスケットプレートの全長(=4480mm) 

 

2.2.2.2.2.一次一般膜＋一次曲げ応力 

最大応力が発生するのはバスケットプレート格子端部（図 2 ②部）である。 

鉛直方向加速度により発生する一次曲げ応力(σy)は次式で計算する。 
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2
12

2

W

pB

y

l
lGm

M

Z
M

･

･・  

ここでＧ2: 2.1.と同じ 

Ｍ：バスケットプレート格子端部の単位幅当たりの曲げモーメント(N･mm/mm) 

Ｚ：バスケットプレートの単位幅当たりの断面係数(=6mm3/mm) 

ｍB：使用済燃料，伝熱プレート及びバスケットプレートの合計質量(=381kg) 

lp:バスケットプレートの内のり(=162mm) 

lw:バスケットプレートのキャスク容器軸方向長さ(=4480mm) 

ただし，バスケットプレート同士の嵌合のため切欠きがあり，実際の荷重

負荷面の長さを lw/2 とする。 

水平方向加速度により発生する一次一般膜応力(σz)は次式で計算する。 

1GlWz ･･  

ここで， Ｇ1:2.1.と同じ 

ρ:バスケットプレートの密度(=7.93×10-6kg/mm3) 

lW:バスケットプレートの全長(=4480mm) 

 

鉛直方向加速度により発生するバスケットプレート格子端部（図 2 ②部）に発

生する平均せん断応力(τxy)は次式で計算する。 

2
2 1

2

A
GmB

xy

･

・
 

ここでＧ2: 2.1.と同じ 

ｍB：使用済燃料，伝熱プレート及びバスケットプレートの合計質量(=381kg) 

Ａ1:バスケットプレートの断面積(=2.688×104mm2) 

 

2.2.2.2.3.平均せん断応力 

バスケットプレート格子端部（図 2 ②部）に発生する平均せん断応力(σS)は次式で

計算する。 

2
2 1

2

A
GmB

S

･

・
 

ここでＧ2: 2.1.と同じ 

ｍB：使用済燃料，伝熱プレート及びバスケットプレートの合計質量(=381kg) 

Ａ1:バスケットプレートの断面積(=2.688×104mm2) 

 

2.2.2.2.4.平均支圧応力 

バスケットプレート端部（図 2 ①部）に発生する平均支圧応力(σP)は次式で計算す

る。 

1

2

A
GmA

P
・

 

ここでＧ2:2.1.と同じ 

ｍA:使用済燃料とバスケットプレート等の合計質量(=3790kg) 
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Ａ1:バスケットプレートの断面積(=2.688×104mm2) 

 

2.2.2.2.5.圧縮応力 

バスケットプレート端部（図 2 ①部）に発生する圧縮応力(σC)は次式で計算する。 

1

2

A
GmA

C
・

 

ここでＧ2:2.1.と同じ 

ｍA:使用済燃料とバスケットプレート等の合計質量(=3790kg) 

Ａ1:バスケットプレートの断面積(=2.688×104mm2) 

 

2.2.3 トラニオン 

2.2.3.1.地震力が鉛直方向と軸直角方向に作用する場合 

2.2.3.1.1.一次応力 

2.2.3.1.1.1.せん断応力 

最大応力が発生する箇所は図 1に示す下部トラニオンの評価点①である。 

鉛直方向加速度により発生するせん断応力(τ)は，次式で計算する。 

Ａ

Ｆ
＝ ｍ  

4
22 G･ｍ

Ｆｍ  

ここで，Ｇ2：2.1.と同じ 

Ｆｍ：地震力によりトラニオンに作用する荷重(N) 

ｍ2：保管時における金属キャスクの質量(=118300kg) 

Ａ：評価点①の断面積(=1.1513×104mm2) 

 

2.2.3.1.1.2.曲げ応力 

最大応力が発生する箇所は図 1に示す下部トラニオンの評価点②である。 

鉛直方向加速度により発生する曲げ応力(σb)は次式で計算する。 

Z
M

b＝  

･ＬmFM  

ここで，Ｆｍ: 2.2.3.1.1.1.と同じ 

Ｚ：評価点②の断面係数(=1.534×106mm3) 

Ｌ：評価点②と荷重作用位置との距離(=197.5mm) 

 

2.2.3.1.1.3.圧縮応力 

最大応力が発生する箇所は図 1に示す下部トラニオンの評価点②である。 

水平方向加速度により発生する圧縮応力(σc)は，次式で計算する。 
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Ａ

Ｆ
＝ ｍ

c  

2
32 G･ｍ

Ｆｍ  

ここで，Ｇ3：2.1.と同じ 

Ｆｍ：地震力によりトラニオンに作用する荷重(N) 

ｍ2：保管時における金属キャスクの質量(=118300kg) 

Ａ：評価点②の断面積(=3.542×104mm2) 

 

2.2.3.1.1.4.組合せ応力 

2.2.3.1.1.4.1.せん断応力と曲げ応力 

最大応力が発生する箇所は図 1に示す下部トラニオンの評価点①である。 

  せん断応力(τ)と曲げ応力(σb)との組合せ応力(σT)は，次式で計算する。 

22 3･bT  

ここで，τ：2.2.3.1.1.1.と同じ 

σb:2.2.3.1.1.2.と同じ 

ただし，Ｚ：評価点①の断面係数(=5.743×105mm3) 

Ｌ：評価点①と荷重作用位置との距離(=57.5mm) 

 

2.2.3.1.2.一次＋二次応力 

2.2.3.1.2.1.せん断応力 

地震力によるせん断応力(τ)の全振幅は，2.2.3.1.1.1.で求めたせん断応力(τ)の 2 倍

とする。 

 

2.2.3.1.2.2.曲げ応力 

地震力による曲げ応力(σb)の全振幅は，2.2.3.1.1.2.で求めた曲げ応力(σb)の 2 倍とす

る。 

 

2.2.3.1.2.3.圧縮応力 

地震力による圧縮応力(σc)は左右方向荷重により作用し，左右方向が反転した場合，対

向する別のトラニオンで荷重を受ける。地震力による圧縮応力(σ c)の最大値は，

2.2.3.1.1.3.で求めた圧縮応力(σc)と同様である。 

 

2.2.3.2.地震力が鉛直方向と軸水平方向に作用する場合 

2.2.3.2.1.一次応力 
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2.2.3.2.1.1.せん断応力 

最大応力が発生する箇所は図 1に示す下部トラニオンの評価点①である。 

水平方向加速度及び鉛直方向加速度により発生するせん断応力(τ)は，次式で計算する。 

A
Fm  

4
4 2

2
2

12 GGm
Fm  

ここで，Fm:地震力によりトラニオンに作用する荷重(N) 

    m2:保管時における金属キャスクの質量(=118300kg) 

    Ａ:評価点①の断面積(=1.513×104mm2) 

 

2.2.3.2.1.2.曲げ応力 

最大応力が発生する箇所は図 1に示す下部トラニオンの評価点②である。 

水平方向加速度及び鉛直方向加速度により発生する曲げ応力(σb)は次式で計算する。 

Z
M

b  

LFM m･  

ここで，Fm: 2.2.3.2.1.1.と同じ 

Ｚ：評価点②の断面係数(=1.534×106mm3) 

Ｌ：評価点②と荷重作用位置との距離(=197.5mm) 

 

2.2.3.2.1.3.組合せ応力 

2.2.3.2.1.3.1.せん断応力と曲げ応力 

最大応力が発生する箇所は図 1に示す下部トラニオンの評価点①である。 

せん断応力(τ)と曲げ応力(σb)との組合せ応力(σT)は次式で計算する。 

22 3･bT  

   ここで，τ：2.2.3.2.1.1.と同じ 

       σb:2.2.3.2.1.2.と同じ 

   ただし，Ｚ：評価点①の断面係数(=5.743×105mm3) 

       Ｌ：評価点①と荷重作用位置との距離(=57.5mm) 

 

2.2.3.2.2.一次＋二次応力 

2.2.3.2.2.1．せん断応力 

 地震力によるせん断応力(τ)の全振幅は，2.2.3.2.1.1.で求めたせん断力(τ)の 2倍と
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する。 

 

2.2.3.2.2.2．曲げ応力 

 地震力による曲げ応力(σb)の全振幅は，2.2.3.2.1.2.で求めた曲げ応力(σb)の 2倍とす

る。 

 



 

2.3.評価結果 

計算結果（キャスク容器） 

                                                （単位：MPa） 

部  位 材 料 
許容応力 

区分 

平均支圧応力 

計算値 許容応力 

胴 炭素鋼 供用状態 
Ｄ(ⅣAS) 

2 377 

 

計算結果（バスケット） 

（単位：MPa）             

部 位 材 料 
許容応力 

区分 

一 次 一 般 膜 応 力 強 さ 一次一般膜＋一次曲げ応力強さ 

計算値 許容応力 計算値 許容応力 

バスケット 

プレート 

ボロン添加 

ステンレス鋼板 

供用状態 
Ｄ(ⅣAS) 2 291 7 437 

 

計算結果(バスケット) 

（単位：MPa） 

部 位 材 料 
許容応力

区分 

平均せん断応力 平均支圧応力 圧縮応力 

計算値 許容応力 計算値 許容応力 計算値 許容応力 

バスケット 

プレート 

ボロン添加 

ステンレス鋼板 

供用状態 
Ｄ(ⅣAS) 1 175 2 404 2 176 
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計算結果（トラニオン） 

（単位：MPa） 

部 位 材  料 
許容応力 

区分 

一次応力 

圧縮応力 せん断応力 曲げ応力 
垂直応力とせん断 

応力の組合せ 

計算値 許容応力 計算値 許容応力 計算値 許容応力 計算値 許容応力 

トラニオン ステンレス鋼 
供用状態 

Ｄ(ⅣAS) 
13 590 42 341 81 591 96 591 

 

計算結果（トラニオン） 

（単位：MPa）      

部 位 材  料 
許容応力 

区分 

一次＋二次応力 

圧縮応力 せん断応力 曲げ応力 

計算値 許容応力 計算値 許容応力 計算値 許容応力 

トラニオン ステンレス鋼 
供用状態 

Ｄ(ⅣAS) 
13 590 84 682 163 1182 

1
0
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図 1 キャスク容器等の応力解析箇所 

①，②はトラニオンの評価点を示す 

荷重作用点 

① ② 

一次蓋密封シール部 
一次蓋 

胴 

底板 トラニオン 

二次蓋 

二次蓋密封シール部 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 バスケットの応力解析箇所 

①  

② 

①,②：応力評価点（面） 
 

Ａ～Ａ矢視図 

胴 

バスケットプレート 

Ａ Ａ 

1
2
 



 

13 

3.輸送貯蔵兼用キャスク用支持架台 

3.1.設計荷重 

図 3 に示す鋼製支持架台１脚に作用するキャスクの自重(FWU,FWL)は次式で表される。 

)(2 ba
bPF W

WU ･  

)(2 ba
aPF W

WL ･  

gWPW ・  

ここで， 

FWU：鋼製支持架台 1脚（上部側）に作用するキャスクの自重(N) 

FWL：鋼製支持架台 1脚（下部側）に作用するキャスクの自重(N) 

PW：キャスク自重(N) 

a ：キャスク重心から上部トラニオン軸心までの距離(HDP=2035mm) 

b ：キャスク重心から下部トラニオン軸心までの距離(HDP=2222mm) 

W：キャスク設計質量(=125000kg) 

g ：重力加速度(=9.80665m/s2) 

 

図 3 に示す鋼製支持架台 1脚に作用する鉛直方向地震力(FVU,FVL)は次式で表される。 

)(2 ba
bPF V

VU ･  

)(2 ba
aPF V

VL ･  

gCWP VV ・・  

ここで， 

FVU：鋼製支持架台 1脚（上部側）に作用する鉛直方向地震力(N) 

FVL：鋼製支持架台 1脚（下部側）に作用する鉛直方向地震力(N) 

PV ：キャスクに作用する鉛直方向地震力(N) 

a ：キャスク重心から上部トラニオン軸心までの距離(HDP=2035mm) 

b ：キャスク重心から下部トラニオン軸心までの距離(HDP=2222mm) 

W ：キャスク設計質量(=125000kg) 

Cv：鉛直方向震度(=0.49) 

g ：重力加速度(=9.80665m/s2) 
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図 3 に示す鋼製支持架台 1 脚に作用する軸方向水平地震力(FHXU,FHXL)は次式で表される。

なお，上部側のトラニオン受けには，キャスク軸方向にスライドする機構を備えており，

軸方向水平地震力は作用しない。 

0HXUF  

2
HX

HXL
PF  

gCWP HHX ・・  

ここで， 

FHXU：鋼製支持架台 1脚（上部側）に作用する軸方向水平地震力(N) 

FHXL：鋼製支持架台 1脚（下部側）に作用する軸方向水平地震力(N) 

PHX：キャスクに作用する軸方向水平地震力(N) 

W ：キャスク設計質量(=125000kg) 

CH：水平方向震度(=0.79) 

g ：重力加速度(=9.80665m/s2) 

 

図 3 に示す鋼製支持架台 1 脚に作用する軸直角方向水平地震力(FHYU,FHYL)は次式で表され

る。なお，トラニオン受けには，鋼製支持架台に作用する軸直角方向荷重が，キャスクか

ら支持架台の方向のみ作用する機構を備えている。 

)( ba
bPF HYHYU ･  

)( ba
aPF HYHYL ･  

gCWP HHV ・・  

ここで， 

FHYU：鋼製支持架台 1脚（上部側）に作用する軸直角方向水平地震力(N) 

FHYL：鋼製支持架台 1脚（下部側）に作用する軸直角方向水平地震力(N) 

PHY ：キャスクに作用する軸直角方向水平地震力(N) 

a ：キャスク重心から上部トラニオン軸心までの距離(HDP=2035mm) 

b ：キャスク重心から下部トラニオン軸心までの距離(HDP=2222mm) 

W：キャスク設計質量(=125000kg) 

CH：水平方向震度(=0.79) 

g :重力加速度(=9.80665m/s2) 

 

3.2.応力評価 

3.2.1.自重＋鉛直方向地震力＋軸方向水平地震力 

3.2.1.1.鋼製支持架台（評価断面①） 
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3.2.1.1.1.一次応力 

図 4 において自重のみによる圧縮応力(σcW)と鉛直方向地震力による圧縮応力(σcV)の合

成圧縮応力(σcT)は次式で表される。 

  
tB

FW
cW

･
 

  
tB

FV
cV

･
 

  cVcWcT  

図 4 において軸方向水平地震力による曲げ応力(σbHX)は次式で表される。 

  
6/2Bt
lFHX

bHX
･

･
 

図 4 において軸方向水平地震力による平均せん断応力(τHX)は次式で表される。 

  
tB

FHX
HX

･
 

以上の合成圧縮応力(σcT)，曲げ応力(σbHX)，平均せん断応力(τHX)による組合せ応力(σ

THX)は次式で表される。 

22 3)( HXbHXcTTHX ･  

ここで， 

  FW:図 3に示す自重の設計用値(N) 

  FV:図 3に示す鉛直方向地震力の設計用値(N) 

FHX:図 3に示す軸方向水平地震力の設計用値(N) 

B :図 4 に示す評価断面の幅(=500mm) 

t :図 4 に示すトラニオン受部の板厚(=65mm) 

l :図 4 に示す軸方向水平地震力に対するモーメントアーム(=205mm) 

 

3.2.1.1.2.一次＋二次応力 

地震力のみによる引張・圧縮の応力範囲(Δσc)，曲げの応力範囲(Δσb)，せん断の応力

範囲(Δτ)，及び座屈応力(σbc)は次式により表される。 

なお，この部位では支圧応力，せん断座屈，曲げ座屈は生じないので圧縮応力に対する

座屈応力を評価する。 

  cVc ･2  

  bHXb ･2  

  HX･2  

  cTbc  
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3.2.1.2.鋼製支持架台(評価断面②) 

3.2.1.2.1.一次応力 

図5において自重のみによる圧縮応力（σcW）と鉛直方向地震力による圧縮応力（σcV）の

合成圧縮応力（σcT）は次式で表される。 

    
2211 2 tBtB

FW
cW

･･
 

  
2211 2 tBtB

FV
cV

･･
 

  cVcWcT  

 

図5において自重による曲げ応力（σbW1,σbW2），鉛直方向地震力による曲げ応力（σbV1,

σbV2），及び軸方向水平地震力による曲げ応力（σbHX1,σbHX2）の合成曲げ応力（σbT1,σbT2）

は次式で表される。 

  1
11

1
)2/(

L
I

tLF

X

W
bW ･

･
     (トラニオン受側) 

 2
11

2
)2/(

L
I

tLF

X

W
bW ･

･
     (リブ側) 

  1
11

1
)2/(

L
I

tLF

X

V
bV ･

･
      (トラニオン受側) 

  2
11

2
)2/(

L
I

tLF

X

V
bV ･

･
     (リブ側) 

  31 L
I

lF

Y

HX
bHX ･

･
            (トラニオン受側) 

42 L
I

lF

Y

HX
bHX ･

･
            (リブ側) 

   1111 bHXbVbWbT      (トラニオン受側) 

   2222 bHXbVbWbT     (リブ側) 

 

図5において軸方向水平地震力による平均せん断応力（τHX）は次式で表される。 

2211 2 tBtB
FHX

HX
･･

 

 

以上の合成圧縮応力（σcT），合成曲げ応力（σbT1,σbT2），平均せん断応力（τHX）によ

る組合せ応力（σTHX1,σTHX2）は次式で表される。 

22
11 3)( HXbTcTTHX ･   (トラニオン受側) 
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22
22 3)( HXbTcTTHX ･   (リブ側) 

 

ここで， 

FW ：図3 に示す自重の設計用値（N） 

FV ：図3 に示す鉛直方向地震力の設計用値（N） 

FHX：図3 に示す軸方向水平地震力の設計用値（N） 

B1 ：図5に示すトラニオン受部の幅（=500mm） 

B2 ：図5に示すリブの幅（HDP=545mm） 

t1 ：図5に示すトラニオン受部の板厚（=65mm） 

t2 ：図5に示すリブの板厚（=40mm） 

L1 ：図5に示す中立軸(X 軸)からトラニオン受け端部までのY方向距離 

（HDP=230.2mm） 

L2 ：図5に示す中立軸(X 軸)からリブ端部までのY方向距離（HDP=419.8mm） 

L3 ：図5に示す中立軸(Y 軸)からトラニオン受け端部までのX方向距離，L3’及びL3’’

の大きい方の値（HDP=250mm） 

L4 ：図5に示す中立軸(Y軸)からリブ端部までのX 方向距離，L4’及びL4’’の大きい

方の値（HDP=240mm） 

l ：図5に示す軸方向水平地震力に対するモーメントアーム（HDP=345mm） 

IX ：図5に示す断面の中立軸(X 軸)に関する断面二次モーメント 

（HDP=3.30×109mm4） 

IY ：図5に示す断面の中立軸(Y 軸)に関する断面二次モーメント 

（HDP=2.79×109mm4） 

 

3.2.1.2.2.一次＋二次応力 

地震力のみによる引張・圧縮の応力範囲（Δσc），曲げの応力範囲（Δσb1,Δσb2），

せん断の応力範囲（Δτ），及び座屈応力（σbc）は次式により表される。なお，この部位

では支圧応力，せん断座屈，曲げ座屈は生じないので圧縮応力に対する座屈応力を評価す

る。 

  cVc ･2  

  )(2 111 bHXbVb ･   (トラニオン受側) 

  )(2 222 bHXbVb ･   (リブ側) 

  HX･2  

  cTbc  

 

3.2.1.3.鋼製支持架台(評価断面③) 
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3.2.1.3.1.一次応力 

図6において自重，鉛直方向地震力及び軸方向水平地震力により基礎ボルトから引張力を

受けて発生する曲げ応力（σbHXb），コンクリート支持架台から圧縮力を受けて発生する曲

げ応力（σbHXc）は次式で表される。 

6/2
1

tB
LTHX

bHXb
･

･
 

6/
2/

2

2
2

t
LccHX

bHXc
･

 

mtbHXHX AT ･  

ここで， 

σtbHX：図6に示す基礎ボルトに発生する本荷重条件下における引張応力（N/mm2) 

σccHX：図6に示すコンクリートに発生する本荷重条件下における圧縮応力（N/mm2) 

THX  ：図6に示す基礎ボルトに発生する本荷重条件下における引張力（N) 

t    ：図6に示す鋼製支持架台底板の板厚（=55mm） 

B   ：図6に示す基礎ボルトから引張力を受けて発生する曲げ応力の評価断面幅 

（HDP=160mm） 

L1   ：図6に示す基礎ボルトから引張力を受けて発生する曲げモーメントのモーメントア

ーム長さ（HDP=90mm） 

L2   ：図6に示すコンクリートから圧縮力を受ける長さ（HDP=160mm） 

Am   ：基礎ボルト呼び径断面積（=1017.9mm2） 

 

図6において自重，鉛直方向地震力及び軸方向水平地震力により基礎ボルトから引張力を

受けて発生する平均せん断応力（τHXb），コンクリート支持架台から圧縮力を受けて発生す

る平均せん断応力（τHXc）は次式で表される。 

tB
THX

HXb
･

 

t
LccHX

HXc
2･
 

 

ここで，各記号は上記と同様である。 

以上の曲げ応力（σbHXb,σbHXc），平均せん断応力（τHXb,τHXc）による組合せ応力（σTHXb,

σTHXc）は次式で表される。 

22 3 HXbbHXbTHXb ･  

22 3 HXcbHXcTHXc ･  
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3.2.1.3.2.一次＋二次応力 

地震力のみによる曲げの応力範囲（Δσb），せん断の応力範囲（Δτ）は次式により表

される。 

     bHXcbHXbb  

     HXcHXb  

 

3.2.1.4.埋め込み金物 

自重及び鉛直方向地震力により埋め込み金物に発生する応力は微小であるためこれらの

荷重は無視する。 

3.2.1.4.1.一次応力 

自重及び鉛直方向地震力は無視する。 

図7において軸方向水平地震力により発生する曲げ応力（σbHX1），軸方向水平地震力作用

点の偏心により発生する最大曲げ応力（σbHX2）とその合成曲げ応力（σbHX）は次式で表さ

れる。 

6/4
2/

21 tB
HFHX

bHX
･･

･
 

1

2
12

HX

HX
bHXbHX ・  

21 bHXbHXbHX  

ここで， 

FHX   ：図3に示す軸方向水平地震力の設計用値（N） 

H     ：図7に示すシアプレート部の高さ（=50mm） 

B     ：図7に示すシアプレート部の幅（=588mm） 

t     ：図7に示すシアプレート部の板厚（=32mm） 

τHX1：図7において軸方向水平地震力により発生する平均せん断応力（N/mm2） 

τHX2：図7において軸方向水平地震力作用点の偏心により発生する最大せん断応力

（N/mm2） 

 

図7において軸方向水平地震力により発生する平均せん断応力（τHX1），軸方向水平地震

力作用点の偏心により発生する最大せん断応力（τHX2）とその合成せん断応力（τHX）は次

式で表される。 

tB
FHX

HX
･･41  

max2 r
I

lF

P

HX
HX ･

･
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21 HXHXHX  

 

ここで， 

FHX ：図7に示す軸方向水平地震力の設計用値（N） 

B   ：図7に示すシアプレートの幅（=588mm） 

t   ：図7に示すシアプレート部の板厚（=32mm） 

l   ：図7に示す軸方向水平地震力作用点から捩りせん断中心までのY 方向距離 

（HDP=293.5mm） 

Ip  ：図7に示すシアプレートの断面二次極モーメント（=1.00×1010mm4） 

rmax：図7に示す捩りせん断中心からシアプレートまでの最大距離（=525.0mm） 

 

以上の合成曲げ応力（σbHX），合成せん断応力（τHX）による組合せ応力（σTHX）は次式

で表される。 

22 3 HXbHXTHX ･  

 

3.2.1.4.2.一次＋二次応力 

地震力のみによる曲げの応力範囲（Δσb），せん断の応力範囲（Δτ）は次式により表

される。なお，この部位では圧縮応力，支圧応力，せん断座屈，曲げ座屈は生じない。 

     bHXb ･2  

HX･2  

 

3.2.1.5.基礎ボルト 

3.2.1.5.1.一次応力 

3.2.1.5.1.1.自重(-Z)＋鉛直方向地震力(+Z)＋軸方向水平地震力(±X) 

基礎ボルトに発生する合成引張応力（σtT）及び合成せん断応力（τT）は次式で表される。 

tHXtVtT  

21 HXHXT  

ここで， 

σtV  ：自重及び鉛直方向地震力により発生する引張応力（N/mm2） 

σtHX ：軸方向水平地震力により発生する引張応力（N/mm2） 

τHX1 ：軸方向水平地震力により発生する平均せん断応力（N/mm2） 

τHX2 ：軸方向水平地震力作用点の偏心により発生する最大せん断応力（N/mm2） 

 

3.2.1.5.1.1.1.自重及び鉛直方向地震力による引張応力 

図8において自重及び鉛直方向地震力により基礎ボルトに発生する引張応力（σtV）は，
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鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説(2010 年版)より次式で表される。 

     
m

b

n

nt
CCtV A

A
X

XdD
n ･･･

)(
 

     nncc SXN /･  

     
2

11
2

1 )1(2/ DbXdPnXS nttnn ････  

     
32

11
3

1 )1(3/ DbXdPnXI nttnn ････  

     DXX nn /1  

     Ddd tt /1  

     )/(b DaP tt ･  

     bt Na ･bA  

 

ここで， 

    σcc：図8に示すコンクリートの最大圧縮応力（N/mm2） 

n  ：ヤング係数比(=15) 

D  ：図8に示す断面高さ（HDP=650mm） 

b  ：図8に示す断面幅（=800mm） 

dt ：図8に示す引張側ボルトに関する距離（=70mm） 

dt1：引張側ボルトに関する係数（-） 

Xn ：図8に示す中立軸距離（mm） 

Xn－D／2＋e＝In／Sn 

ただし，e：図8に示す鉛直力偏心距離(mm)(HDP=292.5mm) 

Xn1：中立軸比（-） 

N  ：図8に示す鉛直力であり，次式により算出した値（N） 

N＝[自重の設計用値]－[鉛直方向地震力の設計用値] 

at ：有効ボルト総断面積（mm2） 

Pt ：引張鉄筋比（-） 

Ab ：基礎ボルト有効断面積(=816.7mm2) 

Am ：基礎ボルト呼び径断面積(=1017.9mm2) 

Nb ：有効引張側ボルト本数（=3本） 

Sn ：有効等価断面一次モーメント（mm3） 

In ：有効等価断面二次モーメント（mm4） 

 

3.2.1.5.1.1.2.軸方向水平地震力による引張応力 

図8において軸方向水平地震力により基礎ボルトに発生する引張応力（σtHX）は，鉄筋コ
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ンクリート構造計算規準・同解説(2010 年版)より次式で表される。 

     
m

b
n

HX
tHX A

A
Xdn

I
lF

･･･
･ )(1  

     Xn
I

lFHX
cc ･

･ 1  

     )2(1 tttn PnPnPnX ････  

     1nn XdX ･  

     bbt NAa ･  

)/(b daP tt ･  

ここで， 

σcc ：図8に示すコンクリートの最大圧縮応力（N/mm2） 

FHX ：図3 に示す軸方向水平地震力の設計用値（N） 

I   ：断面の断面二次モーメント（HDP=1.18×1010mm4） 

n   ：ヤング係数比(=15) 

l1  ：軸方向水平地震力作用点から鋼製支持架台下面までのZ 方向距離 

(HDP=405mm） 

b   ：図8に示す断面幅（HDP=650mm） 

d   ：図8に示す断面有効高さ（=730mm） 

Xn  ：図8に示す中立軸距離（mm） 

Xn1 ：中立軸比（-） 

at  ：有効ボルト総断面積（mm2） 

Pt  ：引張鉄筋比（-） 

Ab  ：基礎ボルト有効断面積（=816.7mm2） 

Am  ：基礎ボルト呼び径断面積（=1017.9mm2） 

Nb  ：有効引張側ボルト本数（=3本） 

 

3.2.1.5.1.1.3.軸方向水平地震力により発生するせん断応力 

軸方向水平地震力により基礎ボルトに発生する平均せん断応力（τHX1），及び軸方向水平

地震力作用点が図8に示す基礎ボルト重心位置から偏心していることにより発生する最大

せん断応力（τHX2）は次式で表される。 

bsb

HX
HX NA

F
･

1  

max
2

2 r
I

lF

P

HX
HX ･

･
 

ここで， 
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FHX ：図3に示す軸方向水平地震力の設計用値（N） 

Nbs ：図8に示す基礎ボルト本数（=7本） 

Ab  ：図8に示す基礎ボルト有効断面積（=816.7mm2） 

Ip  ：図8に示す基礎ボルトの断面二次極モーメント（=6.84×108mm4） 

l2  ：図8に示す軸方向水平地震力作用点から基礎ボルト有効断面の図心位置（捩りせん断中

心）までのY 方向距離（HDP=380.4mm） 

rmax：上記図心位置から基礎ボルトまでの最大距離（=398.2mm） 

 

3.2.1.5.1.2.自重(－Z)＋鉛直方向地震力(－Z)＋軸方向水平地震力(±X) 

基礎ボルトに発生する合成引張応力（σtT）及び合成せん断応力（τT）は次式で表される。 

tHXtVtT  

21 HXHXT  

ここで， 

σtV ：自重及び鉛直方向地震力により発生する引張応力（N/mm2） 

σtHX ：軸方向水平地震力により発生する引張応力（N/mm2） 

τHX1 ：軸方向水平地震力により発生する平均せん断応力（N/mm2） 

τHX2 ：軸方向水平地震力作用点の偏心により発生する最大せん断応力（N/mm2） 

 

 

3.2.1.5.1.2.1.自重及び鉛直方向地震力による引張応力 

図 9 において自重及び鉛直方向地震力により基礎ボルトに発生する引張応力（σtV）は，

鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説(2010 年版)より次式で表される。 

m

b

n

nt
cctV A

A
X

XdDn ･･･
)(

 

nncc SXN /･  

2
11

2
1 )1(2/ DbXdPnXS nttnn ････  

32
11

3
1 )1(3/ DbXdPnXI nttnn ････  

DXX nn /1  

Ddd tt /1  

)/(b DaP tt ･  

        btt Na ･bA  

ここで， 

σcc：図 9に示すコンクリートの最大圧縮応力（N/mm2） 

n：ヤング係数比(=15) 
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D：図 9に示す断面高さ（HDP=650mm） 

b：図 9に示す断面幅（=800mm） 

dt ：図 9に示す引張側ボルトに関する距離（=70mm） 

dt1：引張側ボルトに関する係数（-） 

Xn：図 9に示す中立軸距離を表し，次式を満足する値（mm） 

Xn－D／2＋e＝In／Sn 

ただし，e：図 9に示す鉛直力偏心距離（HDP=292.5mm） 

Xn1：中立軸比（-） 

N  ：図 9に示す鉛直力であり，次式により算出した値（N） 

N＝[自重の設計用値]＋[鉛直方向地震力の設計用値] 

at ：有効ボルト総断面積（mm2） 

Pt ：引張鉄筋比（-） 

Ab ：基礎ボルト有効断面積（=816.7mm2） 

Am ：基礎ボルト呼び径断面積（=1017.9mm2） 

Nbt：有効引張側ボルト本数（=3 本） 

Sn ：有効等価断面一次モーメント（mm3） 

In ：有効等価断面二次モーメント（mm4） 

 

3.2.1.5.1.2.2.軸方向水平地震力により発生する引張応力 

図 9 において軸方向水平地震力により基礎ボルトに発生する引張応力（σtHX）は，鉄筋コ

ンクリート構造計算規準・同解説(2010 年版)より次式で表される。 

m

b
n

HX
tHX A

A
Xdn

I
lF

･･･
･ )(1  

n
HX

cc X
I

lF
･

･ 1
 

)2(1 tttn PnPnPnX ････  

1nn XdX ･  

bbt NAa ･  

)/(b daP tt ･  

ここで， 

σcc：図 9に示すコンクリートの最大圧縮応力（N/mm2） 

FHX ：図 3に示す軸方向水平地震力の設計用値（N） 

I  ：断面の断面二次モーメント（HDP=1.18×1010mm4） 

n ：ヤング係数比(=15) 
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l1  ：軸方向水平地震力作用点から鋼製支持架台下面までの Z方向距離 

(HDP=405mm) 

b  ：図 9に示す断面幅（HDP=650mm） 

d  ：図 9に示す断面有効高さ（=730mm） 

Xn  ：図 9に示す中立軸距離（mm） 

Xn1 ：中立軸比（-） 

at  ：有効ボルト総断面積（mm2） 

Pt  ：引張鉄筋比（-） 

Ab  ：基礎ボルト有効断面積（=816.7mm2） 

Am  ：基礎ボルト呼び径断面積（=1017.9mm2） 

Nb  ：有効引張側ボルト本数（=3 本） 

 

3.2.1.5.1.2.3.軸方向水平地震力により発生するせん断応力 

軸方向水平地震力により基礎ボルトに発生する平均せん断応力（τHX1），及び軸方向水平

地震力作用点が図 9 に示す基礎ボルト重心位置から偏心していることにより発生する最大

せん断応力（τHX2）は次式で表される。 

bsb

HX
HX NA

F
･

1  

max
2

2 r
I

lF

P

HX
HX ･

･
 

ここで， 

FHX ：図 3に示す軸方向水平地震力の設計用値（N） 

Nbs ：図 9に示す基礎ボルト本数（=7 本） 

Ab  ：図 9に示す基礎ボルト有効断面積（=816.7mm2） 

Ip  ：図 9に示す基礎ボルトの断面二次極モーメント（=6.84×108mm4） 

l2  ：図 9 に示す軸方向水平地震力作用点から基礎ボルト有効断面の図心位置（捩り

せん断中心）までの Y方向距離（HDP=380.4mm） 

rmax：上記図心位置から基礎ボルトまでの最大距離（=398.2mm） 

 

3.2.2.自重＋鉛直方向地震力＋軸直角方向水平地震力 

3.2.2.1.鋼製支持架台（評価断面①） 

3.2.2.1.1.一次応力 

図10において自重のみによる圧縮応力(σcW)と鉛直方向地震力による圧縮応力(σcV)の合

成圧縮応力(σcT)は次式で表される。 

  
tB

FW
cW

･
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tB

FV
cV

･
 

  cVcWcT  

 図 10 において軸直角方向水平地震力による曲げ応力(σbHY)は次式で表される。 

  
6/2tB

lFHY
bHY

･

･
 

図 10 において軸直角方向水平地震力による平均せん断応力(τHY)は次式で表される。 

  
tB

FHY
HY

･
 

以上の合成圧縮応力(σcT)，曲げ応力(σbHY)，平均せん断応力(τHY)による組合せ応力(σ

THY)は次式で表される。 

22 3)( HYbHYcTTHY ･  

ここで， 

  FW :図 3に示す自重の設計用値(N) 

  FV :図 3に示す鉛直方向地震力の設計用値(N) 

FHY:図 3に示す軸直角方向水平地震力の設計用値(N) 

B  :図 10 に示す評価断面の幅(=500mm) 

t  :図 10 に示すトラニオン受部の板厚(=65mm) 

l  :図 10 に示す軸方向水平地震力に対するモーメントアーム(=105mm) 

 

3.2.2.1.2.一次＋二次応力 

地震力のみによる引張・圧縮の応力範囲(Δσc)，曲げの応力範囲(Δσb)，せん断の応力

範囲(Δτ)，及び座屈応力(σbc)は次式により表される。 

なお，この部位では支圧応力，せん断座屈，曲げ座屈は生じないので圧縮応力に対する

座屈応力を評価する。 

  cVc ･2  

  bHYb  

  HY  

  cTbc  

 

 

3.2.2.2.鋼製支持架台(評価断面②) 

3.2.2.2.1.一次応力 

図11において自重のみによる圧縮応力（σcW）と鉛直方向地震力による圧縮応力（σcV）

の合成圧縮応力（σcT）は次式で表される。 
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2211 2 tBtB

FW
cW

･･
 

  
2211 2 tBtB

FV
cV

･･
 

  cVcWcT  

 

図11において自重による曲げ応力（σbW1,σbW2），鉛直方向地震力による曲げ応力 

（σbV1,σbV2），及び軸直角方向水平地震力による曲げ応力（σbHY1,σbHY2）の合成曲げ応力 

（σbT1,σbT2）は次式で表される。 

  1
11

1
)2/(

L
I

tLF

X

W
bW ･

･
     (トラニオン受側) 

 2
11

2
)2/(

L
I

tLF

X

W
bW ･

･
     (リブ側) 

  1
11

1
)2/(

L
I

tLF

X

V
bV ･

･
      (トラニオン受側) 

  2
11

2
)2/(

L
I

tLF

X

V
bV ･

･
     (リブ側) 

  11 L
I

lF
X

HY
bHY ･

･
            (トラニオン受側) 

22 L
I

lF
X

HY
bHY ･

･
            (リブ側) 

   1111 bHYbVbWbT      (トラニオン受側) 

   2222 bHYbVbWbT     (リブ側) 

 

図11において軸直角方向水平地震力による平均せん断応力（τHY）は次式で表される。 

2211 2 tBtB
FHY

HY
･･

 

 

以上の合成圧縮応力（σcT），合成曲げ応力（σbT1,σbT2），平均せん断応力（τHY）によ

る組合せ応力（σTHY1,σTHY2）は次式で表される。 

22
11 3)( HYbTcTTHY ･   (トラニオン受側) 

22
22 3)( HYbTcTTHY ･   (リブ側) 

 

ここで， 
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FW ：図3 に示す自重の設計用値（N） 

FV ：図3 に示す鉛直方向地震力の設計用値（N） 

FHX：図3 に示す軸直角方向水平地震力の設計用値（N） 

B1 ：図11に示すトラニオン受部の幅（=500mm） 

B2 ：図11に示すリブの幅（HDP=545mm） 

t1 ：図11に示すトラニオン受部の板厚（=65mm） 

t2 ：図11に示すリブの板厚（=40mm） 

L1 ：図11に示す中立軸(X 軸)からトラニオン受け端部までのY方向距離 

（HDP=230.2mm） 

L2 ：図11に示す中立軸(X 軸)からリブ端部までのY方向距離（HDP=419.8mm） 

l  ：図11に示す軸直角方向水平地震力に対するモーメントアーム 

（HDP=245mm） 

IX ：図11に示す断面の中立軸(X 軸)に関する断面二次モーメント 

（HDP=3.30×109mm4） 

 

3.2.2.2.2.一次＋二次応力 

地震力のみによる引張・圧縮の応力範囲（Δσc），曲げの応力範囲（Δσb1,Δσb2），

せん断の応力範囲（Δτ），及び座屈応力（σbc）は次式により表される。なお，この部位

では支圧応力，せん断座屈，曲げ座屈は生じないので圧縮応力に対する座屈応力を評価す

る。 

  cVc ･2  

  111 2 bHYbVb ･   (トラニオン受側) 

  222 2 bHYbVb ･   (リブ側) 

  HY  

  cTbc  

 

 

3.2.2.3.鋼製支持架台(評価断面③) 

3.2.2.3.1.一次応力 

図12において自重，鉛直方向地震力及び軸直角方向水平地震力により基礎ボルトから引

張力を受けて発生する曲げ応力（σbHYb），コンクリート支持架台から圧縮力を受けて発生

する曲げ応力（σbHYc）は次式で表される。 

6/2
1

tB
LTHY

bHYb
･

･
 

6/
2/

2

2
2

t
LccHY

bHYc
･
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mtbHYHY AT ･  

 

ここで， 

σtbHY：図12に示す基礎ボルトに発生する本荷重条件下における引張応力（N/mm2) 

σccHY：図12に示すコンクリートに発生する本荷重条件下における圧縮応力（N/mm2) 

THY  ：図12に示す基礎ボルトに発生する本荷重条件下における引張力（N) 

t    ：図12に示す鋼製支持架台底板の板厚（=55mm） 

B    ：図12に示す基礎ボルトから引張力を受けて発生する曲げ応力の評価断面幅 

（HDP=160mm） 

L1   ：図12に示す基礎ボルトから引張力を受けて発生する曲げモーメントのモーメン

トアーム長さ（HDP=90mm） 

L2   ：図12に示すコンクリートから圧縮力を受ける長さ（HDP=160mm） 

Am   ：基礎ボルト呼び径断面積（=1017.9mm2） 

 

図12において自重，鉛直方向地震力及び軸直角方向水平地震力により基礎ボルトから引

張力を受けて発生する平均せん断応力（τHYb），コンクリート支持架台から圧縮力を受けて

発生する平均せん断応力（τHYc）は次式で表される。 

tB
THY

HYb
･

 

t
LccHY

HYc
2･
 

 

ここで，各記号は上記と同様である。 

以上の曲げ応力（σbHYb,σbHYc），平均せん断応力（τHYb,τHYc）による組合せ応力（σ

THYb,σTHYc）は次式で表される。 

22 3 HYbbHYbTHYb ･  

22 3 HYcbHYcTHYc ･  

 

3.2.2.3.2.一次＋二次応力 

地震力のみによる曲げの応力範囲（Δσb），せん断の応力範囲（Δτ）は次式により表

される。なお，この部位では圧縮応力，支圧応力，せん断座屈，曲げ座屈は生じない。 

     bHYcbHYbb  

     HYcHYb  
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3.2.2.4.埋め込み金物 

3.2.2.4.1.一次応力 

図13において軸直角方向水平地震力により発生する曲げ応力（σbHY）は次式で表される。 

6/)4(
2/
2ttL

HFHY
bHY

･･

･
 

ここで， 

FHY   ：図3 に示す軸直角方向水平地震力の設計用値（N） 

H     ：図13に示すシアプレート部の高さ（=50mm） 

L     ：図13に示すシアプレート部の幅（=1000mm） 

t     ：図13に示すシアプレート部の板厚（=32mm） 

 

図 13 において軸直角方向水平地震力により発生する平均せん断応力（τHY）は次式で表

される。 

ttL
FHY

HY
･･ )4(

 

ここで， 

FHY   ：図3 に示す軸直角方向水平地震力の設計用値（N） 

L     ：図13に示すシアプレート部の幅（=1000mm） 

t     ：図13に示すシアプレート部の板厚（=32mm） 

 

以上の曲げ応力（σbHY），平均せん断応力（τHY）による組合せ応力（σTHY）は次式で表

される。 

22 3 HYbHYTHY ･  

 

3.2.2.4.2.一次＋二次応力 

軸直角方向水平地震力は一方向のみ（図13に示す－Y 方向のみ）に作用し，応力の振幅

は片側のみとなるため，地震力のみによる曲げの応力範囲（Δσb），せん断の応力範囲（Δ

τ）は次式により表される。なお，せん断座屈，曲げ座屈は生じない。 

 

 bHYb  

HY  

 

3.2.2.5.基礎ボルト 

3.2.2.5.1.一次応力 

3.2.2.5.1.1.自重(-Z)＋鉛直方向地震力(+Z)＋軸方向水平地震力(-Y) 
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3.2.2.5.1.1.1.自重，鉛直方向地震力，軸直角水平方向地震力による引張応力 

図14において自重，鉛直方向地震力及び軸直角方向水平地震力により基礎ボルトに引張

応力が発生するかは下記条件により定まる。 

(ⅰ) eT＜－(D／6＋dt'／3) のとき 

基礎ボルトに引張応力が発生する。 

(ii) －(D／6＋dt'／3)≦eT＜－D／6 のとき 

鋼製支持架台底板の一部が圧縮となり，基礎ボルトに引張応力が発生しない。 

(ⅲ) －D／6≦eT＜D／6 のとき 

鋼製支持架台底板の全面が圧縮となり，基礎ボルトに引張応力が発生しない。 

(ⅳ) D／6≦eT＜D／6＋dt／3 のとき 

鋼製支持架台底板の一部が圧縮となり，基礎ボルトに引張応力が発生しない。 

(ⅴ) D／6＋dt／3≦eT のとき 

基礎ボルトに引張応力が発生する。 

 

ただし， 

   MNT eee  

   NlFe HYM /･  

 

ここで， 

D  ：図14に示す断面高さ（HDP=650mm） 

dt ：図14に示す引張側ボルトに関する距離（ｷｬｽｸと反対側）(=70mm） 

dt'：図14に示す引張側ボルトに関する距離（ｷｬｽｸ側）（HDP=190mm） 

eT ：合成荷重偏心距離（mm） 

eN ：図14に示す鉛直力偏心距離（HDP=292.5mm） 

eM ：曲げモーメント置換偏心距離（mm） 

l  ：図14に示す軸直角方向水平地震力作用点から鋼製支持架台下面までのZ 方向距離

（HDP=305mm） 

FHY：図14に示す軸直角方向水平地震力の設計用値（N） 

N  ：図14に示す鉛直力であり，次式により算出した値（N） 

N＝[自重の設計用値]－[鉛直方向地震力の設計用値] 

 

各条件で発生する基礎ボルトの引張応力は以下に示すとおり計算する。 

(ⅰ) eT＜－(D／6＋dt'／3) のとき 

基礎ボルトに引張応力が発生する。図14において自重，鉛直方向地震力，軸直角方向水

平地震力により基礎ボルトに発生する引張応力（σtHY）は，鉄筋コンクリート構造計算規準・

同解説(2010 年版)より次式で表される。 
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m

b

n

nt
cctHY A

A
X

XdDn ･
’

･･
)(

 

     nncc SXN /･  

     
2

11
2

1 )1(2/ DbXdPnXS nttnn ････  

     
32

11
3

1 )1(3/ DbXdPnXI nttnn ････  

     DXX nn /1  

     Ddd tt /1 ’  

     )/(b DaP tt ･  

     ’･ btt Na bA  

 

ここで， 

   σcc  ：図14に示すコンクリートの最大圧縮応力（N/mm2） 

n    ：ヤング係数比(=15) 

D    ：上記と同じ 

b    ：図14に示す断面幅（=800mm） 

dt’：上記と同じ 

dt1  ：引張側ボルトに関する係数（-） 

Xn   ：図14に示す中立軸距離を表し，次式を満足する値（mm） 

Xn－D／2＋|eT|＝In／Sn 

ただし，eT：上記と同じ 

Xn1  ：中立軸比（-） 

N    ：上記と同じ 

at   ：有効ボルト総断面積（mm2） 

Pt   ：引張鉄筋比（-） 

Ab   ：基礎ボルト有効断面積（=816.7mm2） 

Am   ：基礎ボルト呼び径断面積（=1017.9mm2） 

Nbt '：有効引張側ボルト本数（=2本） 

Sn   ：有効等価断面一次モーメント（mm3） 

In   ：有効等価断面二次モーメント（mm4） 

 

(ⅱ) －(D／6＋dt'／3)≦eT＜－D／6 のとき 

鋼製支持架台底板の一部が圧縮となり，基礎ボルトに引張応力が発生しないが，ここで

は，コンクリート支持架台に発生する最大圧縮応力を算出する。図14において自重，鉛直

方向地震力，軸直角方向水平地震力によりコンクリート支持架台に発生する最大圧縮応力
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（σcc）は，次式で表される。 

 

)2/(3
2

T
cc eDb

N
･･

･
 

ここで， 

N,et,D,b:上記と同じ 

 

(ⅲ) －D／6≦eT＜D／6 のとき 

鋼製支持架台底板の全面が圧縮となり，基礎ボルトに引張応力が発生しないが，ここで

は，コンクリート支持架台に発生する最大圧縮応力を算出する。図14において自重，鉛直

方向地震力，軸直角方向水平地震力によりコンクリート支持架台に発生する最大圧縮応力

（σcc）は，次式で表される。 

 

    
Db

N
Db

eN T
cc

･･

･

6/2  

ここで， 

N,et,D,b:上記と同じ 

 

(ⅳ) D／6≦eT＜D／6＋dt／3のとき 

鋼製支持架台底板の一部が圧縮となり，基礎ボルトに引張応力が発生しないが，ここで

は，コンクリート支持架台に発生する最大圧縮応力を算出する。図14において自重，鉛直

方向地震力，軸直角方向水平地震力によりコンクリート支持架台に発生する最大圧縮応力

（σcc）は，次式で表される。 

 

)2/(3
2

T
cc eDb

N
･･

･
 

ここで， 

N,et,D,b:上記と同じ 

 

(ⅴ) D／6＋dt／3≦eTのとき 

基礎ボルトに引張応力が発生する。図14において自重，鉛直方向地震力，軸直角方向水

平地震力により基礎ボルトに発生する引張応力（σtHY）は，鉄筋コンクリート構造計算規準・

同解説(2010 年版)より次式で表される。 

     
m

b

n

nt
cctHY A

A
X

XdDn ･･･
)(

 

     nncc SXN /･  
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2

11
2

1 )1(2/ DbXdPnXS nttnn ････  

     
32

11
3

1 )1(3/ DbXdPnXI nttnn ････  

     DXX nn /1  

     Ddd tt /1  

     )/(b DaP tt ･  

     btt Na ･bA  

 

ここで， 

    σcc ：図14に示すコンクリートの最大圧縮応力（N/mm2） 

n    ：ヤング係数比(=15) 

D    ：上記と同じ 

b    ：上記と同じ 

dt  ：上記と同じ 

dt1  ：引張側ボルトに関する係数（-） 

Xn   ：図14に示す中立軸距離を表し，次式を満足する値（mm） 

Xn－D／2＋|eT|＝In／Sn 

ただし，eT：上記と同じ 

 

Xn1  ：中立軸比（-） 

N    ：上記と同じ 

at   ：有効ボルト総断面積（mm2） 

Pt   ：引張鉄筋比（-） 

Ab   ：基礎ボルト有効断面積（=816.7mm2） 

Am   ：基礎ボルト呼び径断面積（=1017.9mm2） 

Nbt ：有効引張側ボルト本数（=3本） 

Sn   ：有効等価断面一次モーメント（mm3） 

In   ：有効等価断面二次モーメント（mm4） 

 

3.2.2.5.1.1.2.軸直角方向水平地震力によるせん断応力 

軸直角方向水平地震力により基礎ボルトに発生する平均せん断応力（τHY），は次式で算

出する。 

bsb

HY
HY NA

F
･
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ここで， 

FHY ：図3に示す軸直角方向水平地震力の設計用値（N） 

Nbs ：図14に示す基礎ボルト本数（=7本） 

Ab  ：図14に示す基礎ボルト有効断面積（=816.7mm2） 

 

3.2.2.5.1.2.自重(－Z)＋鉛直方向地震力(－Z)＋軸直角方向水平地震力(－Y) 

3.2.2.5.1.2.1.自重，鉛直方向地震力，軸直角方向水平地震力による引張応力 

図15において自重，鉛直方向地震力及び軸直角方向水平地震力により基礎ボルトに引張

応力が発生するかは3.2.2.5.1.1.と同様に求められる。ただし，鉛直力（N）については以

下のとおりとする。 

 

N ：図15に示す鉛直力であり，次式により算出した値（N） 

N＝[自重の設計用値]＋[鉛直方向地震力の設計用値] 

 

3.2.2.5.1.2.2.軸直角方向水平地震力によるせん断応力 

軸直角方向水平地震力により基礎ボルトに発生する平均せん断応力（τHY），は次式で算

出する。 

 

bsb

HY
HY NA

F
･

 

 

ここで， 

FHY ：図3に示す軸直角方向水平地震力の設計用値（N） 

Nbs ：図15に示す基礎ボルト本数（=7本） 

Ab  ：図15に示す基礎ボルト有効断面積（=816.7mm2） 
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a b 

1G 

自 重 

0.49G 

0.49G 

0.79G 0.79G 

軸直角方向水平地震力 

鉛直方向地震力 

軸方向水平地震力 

0.79G 0.79G 

FWU FWL 

FVU FVL 

FHXU FHXU 

FVU FVL 

FHXL FHXL 

上部側 下部側 

上部側 下部側 

上部側 下部側 

軸方向にスライドする 
機構を備えている 

キャスクから支持架台への 
方向にのみ地震力が作用する 

X 

Z 

X 

Z 

X 

Z 

Y 

Z 

FHYU,FHYL FHYU,FHYL 

図 3 鋼製支持架台に作用する荷重 
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評価断面図 

t 

FW,FV 

B 

FHX 

ℓ
 

X 

Z 

Y 

Z 

：評価断面① 

X 

Y 

FHX 

FW,FV 

FV FV 

図 4 計算モデル図（鋼製支持架台,評価断面①） 

[設計事象Ⅰ＋Ｓｓ,自重＋鉛直方向地震力＋軸方向水平地震力] 

 

評価断面図 

B1 

t 1 

t2 t2 

B 2
 

荷重中心 

L 1
 

L 2
 

X 

Y 

L3' 

中立軸

中
立
軸

 

ℓ
 

FHX FHX 

X 

Z 

X 

Y 

Y 

Z 

：評価断面② 
L4' 

L3'' 
L4'' 

FW,FV FW,FV 

FV FV 

図 5 計算モデル図（鋼製支持架台,評価断面②） 

[設計事象Ⅰ＋Ｓｓ,自重＋鉛直方向地震力＋軸方向水平地震力] 
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基礎ボルト 

FHX FHX 

THX σccHX

X 

Z 

X 

Y 

FV 

Y 

Z 

FW,FV 

FV 

THX

B 

L1

σccHX

L2

：評価断面 

基礎ボルトより引張力を 
受ける場合の計算モデル 

コンクリート側より圧縮力を 
受ける場合の計算モデル 

FW,FV 

t t 

図 6 計算モデル図（鋼製支持架台,評価断面③） 

[設計事象Ⅰ＋Ｓｓ,自重＋鉛直方向地震力＋軸方向水平地震力] 
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t

B 
H

 

FHX FHX 

B/
2 

B/
2 

捩りせん断中心

ℓ

X 

Y 

rmax 

H

：評価部位

図 7 計算モデル図（埋め込み金物） 

[設計事象Ⅰ＋Ｓｓ,(自重＋鉛直方向地震力＋軸方向水平地震力] 
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基礎ボルト 

D

dt Xn

T

e

N

中立軸

C.L.

at 

σcc

b

FW 

FV 

FHX FHX 

FW 

FV 

bat 

Xn

中立軸

C.L.

T σcc

d

軸方向水平地震力により発生する

引張応力計算モデル 
自重及び鉛直方向地震力により発生する

引張応力計算モデル 

ℓ
1

FHX FHX 

X 

Z 

Y 

Z 

Y 

X 

X 

Y 

ℓ
2

捩りせん断中心 

rmax

軸方向水平地震力により発生する

捩りせん断応力計算モデル 

X 

Y 

図 8 計算モデル図（基礎ボルト） 

[設計事象Ⅰ＋Ｓｓ,自重(－Z)＋鉛直方向地震力(＋Z)＋軸方向水平地震力(±X)] 



 

41 

基礎ボルト 

D

dt Xn

T

e

N

中立軸

C.L.

at 

σcc

b

FW,FV 

FHX FHX 

bat 

Xn

中立軸

C.L.

T σcc

d

軸方向水平地震力により発生する

引張応力計算モデル 
自重及び鉛直方向地震力により発生する

引張応力計算モデル 

ℓ
1

FHX FHX 

X 

Z 

Y 

Z 

Y 

X 

X 

Y 

ℓ
2

捩りせん断中心 

rmax

軸方向水平地震力により発生する

捩りせん断応力計算モデル 

X 

Y 

FW,FV 

図 9 計算モデル図（基礎ボルト） 

[設計事象Ⅰ＋Ｓｓ,自重(－Z)＋鉛直方向地震力(－Z)＋軸方向水平地震力(±X)] 
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評価断面図 

t 

FW,FV 

B 

X 

Z 

Y 

Z 

：評価断面① 

X 

Y 

FW,FV 
FHY 

FV FV 

ℓ
 

図 10 計算モデル図（鋼製支持架台,評価断面①） 

[設計事象Ⅰ＋Ｓｓ,自重＋鉛直方向地震力＋軸直角方向水平地震力] 

評価断面図 

t 1 

t2 t2 

B 2
 

荷重中心 

L 1
 

L 2
 

X 中立軸

X 

Z 

X 

Y 

Y 

Z 

：評価断面② 

FW,FV 

FW,FV 
FHY 

ℓ
 

B1 

FV FV 

図 11 計算モデル図（鋼製支持架台,評価断面②） 

[設計事象Ⅰ＋Ｓｓ,自重＋鉛直方向地震力＋軸直角方向水平地震力] 
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基礎ボルト 

X 

Z 

X 

Y 

Y 

Z 

THY
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L1

σccHY

L2

：評価断面 

基礎ボルトより引張力を 
受ける場合の計算モデル 

コンクリート側より圧縮力を 
受ける場合の計算モデル 

T H
Y
 

FV FV 

σ
cc

H
Y

FW,FV 

FW,FV 
FHY 

t t 

図 12 計算モデル図（鋼製支持架台,評価断面③） 

[設計事象Ⅰ＋Ｓｓ,自重＋鉛直方向地震力＋軸直角方向水平地震力] 
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FHY 

L

X 

Y 

：評価部位

t 
H

 

H

図 13 計算モデル図（埋め込み金物） 

[設計事象Ⅰ＋Ｓｓ,自重＋鉛直方向地震力＋軸直角方向水平地震力] 
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基礎ボルト 
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eT

at 

σcc 

b 

中立軸

C.L.

eN

Xn
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T N

FW 

FV 

FW 

FV 

FHY 

基礎ボルトの引張応力計算モデル 
(ⅰ) eT＜－(D／6＋dt'／3) 
  ・基礎ボルトに引張応力発生 

基礎ボルトの引張応力計算モデル 
(ⅱ) －(D／6＋dt'／3)≦eT＜－D／6 
  ・基礎ボルトに引張応力発生なし 

基礎ボルトの引張応力計算モデル 
(ⅲ) －D／6≦eT＜D／6 
  ・基礎ボルトに引張応力発生なし 

基礎ボルトの引張応力計算モデル 
(ⅳ) D／6≦eT＜D／6＋dt／3 
  ・基礎ボルトに引張応力発生なし 

基礎ボルトの引張応力計算モデル 
(ⅴ) D／6＋dt／3≦eT 
  ・基礎ボルトに引張応力発生 

ℓ
 

Y 

X 

Y 

X 

Y 

X 

Y 

X 

Y 

X 

図 14 計算モデル図（基礎ボルト） 

[設計事象Ⅰ＋Ｓｓ,自重(－Z)＋鉛直方向地震力(＋Z)＋軸直角方向水平地震力(－Y)] 
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FHY 

基礎ボルトの引張応力計算モデル 
(ⅰ) eT＜－(D／6＋dt'／3) 
  ・基礎ボルトに引張応力発生 

基礎ボルトの引張応力計算モデル 
(ⅱ) －(D／6＋dt'／3)≦eT＜－D／6 
  ・基礎ボルトに引張応力発生なし 

基礎ボルトの引張応力計算モデル 
(ⅲ) －D／6≦eT＜D／6 
  ・基礎ボルトに引張応力発生なし 

基礎ボルトの引張応力計算モデル 
(ⅳ) D／6≦eT＜D／6＋dt／3 
  ・基礎ボルトに引張応力発生なし 

基礎ボルトの引張応力計算モデル 
(ⅴ) D／6＋dt／3≦eT 
  ・基礎ボルトに引張応力発生 
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ℓ
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図 15 計算モデル図（基礎ボルト） 

[設計事象Ⅰ＋Ｓｓ,自重(－Z)＋鉛直方向地震力(－Z)＋軸直角方向水平地震力(－Y)] 
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3.3.評価結果 

鋼製支持架台の応力評価（設計事象Ⅰ＋Ss，輸送貯蔵兼用キャスク B） 

        （単位：N/mm2） 

部 位 応力の種類 
計 算 値（注） 

許容応力 評価 
ケース 1 ケース 2 

鋼製 

支持架台 

評価 

断面① 

一次応力 

圧縮  15  15 322 OK 

曲げ  37 151 326 OK 

せん断  15  16 188 OK 

組合せ  58 168 326 OK 

一次 
＋ 

二次応力 

引張･圧縮  10  10 564 OK 

曲げ  74 151 564 OK 

せん断  30  16 324 OK 

座屈  15  15 279 OK 

評価 

断面② 

一次応力 

圧縮   7   7 325 OK 

曲げ  27  28 326 OK 

せん断   7   7 188 OK 

組合せ  35  36 326 OK 

一次 
＋ 

二次応力 

引張･圧縮   5   5 564 OK 

曲げ  37  24 564 OK 

せん断  13  7 324 OK 

座屈   7   7 280 OK 

評価 

断面③ 

一次応力 

曲げ 201 111 326 OK 

せん断  23  13 188 OK 

組合せ 205 114 326 OK 

一次＋ 
二次応力 

曲げ 347 201 564 OK 

せん断  38  22 324 OK 

（注）ケース 1：自重＋鉛直方向地震力＋軸方向水平地震力 

ケース2：自重＋鉛直方向地震力＋軸直角方向水平地震力 
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埋め込み金物，基礎ボルトの応力評価（設計事象Ⅰ＋Ss，輸送貯蔵兼用キャスク B） 

        （単位：N/mm2） 

部 位 応力の種類 
計 算 値（注 1） 

許容応力(注 2) 評価 
ケース 1 ケース 2 

埋め込み金物 

一次応力 

曲げ 66  85 270 OK 

せん断 14  19 155 OK 

組合せ 70  91 270 OK 

一次＋ 
二次応力 

曲げ 131  85 450 OK 

せん断  28  19 258 OK 

基礎ボルト（注 3） 一次応力 

引張 
109 

129 

 79 

- 

ｹｰｽ 1：165 

ｹｰｽ 2：332 
OK 

せん断 
193 

193 

 89 

 89 
261 OK 

（注 1）ケース 1：自重＋鉛直方向地震力＋軸方向水平地震力 

 ケース 2：自重＋鉛直方向地震力＋軸直角方向水平地震力 

（注 2）基礎ボルトの許容引張応力は，発生せん断応力を考慮し低減させた値 

（注 3）上段の値は鉛直方向地震力が上向き(＋Z方向)のときの値を示し，下段の値

は鉛直方向地震力が下向き(－Z方向)のときの値を示す 

 

4.クレーン 

4.1.設計震度 

 設計震度を以下のように定める。 

  CH=0.15 

    CH1=2.43 

    CH2=0.15 

    CV1=1.6 

    CV2=1.38 

 

CH：最大静止摩擦係数より求めた水平方向設計震度（ＥＷ方向） 

CH1：水平方向設計震度（ＮＳ方向） 

CH2：最大静止摩擦係数より求めた水平方向設計震度（NS 方向） 

CV1：ガータ中央にトロリがある場合の固有周期より求まる鉛直方向設計震度 

CV2：ガータ端部にトロリがある場合の固有周期より求まる鉛直方向設計震度 

 

4.2.応力評価 

4.2.1.クレーン本体ガータ 
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4.2.1.1.曲げ応力 

ガータに対する最大曲げ応力は図 16 の場合である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

g：重力加速度(=9.80665m/s2) 

l：走行レール間距離(=19000mm) 

l1:トロリがクレーン中央部にある場合の走行レールとトロリ車輪との距離(=7300mm) 

mg：ガーダ 1本当たりの質量(=38100kg) 

mm：主巻定格荷重(=150000kg) 

mt：トロリ質量(=51500kg) 

M1：ガーダ質量によるガーダ中央部の垂直曲げモーメント(N･mm) 

M2：トロリ質量によるガーダ中央部の垂直曲げモーメント(N･mm) 

M3：主巻定格荷重（質量）によるガータ中央部の垂直曲げモーメント(N･mm) 

M4：水平地震力によるガータ質量に対するガーダ中央部の水平曲げモーメント(N･mm) 

M5：水平地震力によるトロリ質量に対するガーダ中央部の水平曲げモーメント(N･mm) 

MH：ガーダ中央部の合計水平曲げモーメント(N･mm) 

MV：ガーダ中央部の合計垂直曲げモーメント(N･mm) 

Zxt：ガーダ中央部のＸ軸に関する断面係数（下フランジ側）(=8.303×107mm3) 

Zy1：ガーダ中央部のＹ軸に関する断面係数（横行レール側）(=5.274×107mm3) 

σH：MHによるガーダ中央部の曲げ（引張）応力(N/mm2) 

σt：ガーダ中央部の曲げ（引張）応力(N/mm2) 
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σvt：MVによるガーダ中央部の曲げ（引張）応力(N/mm2) 

4.2.1.2.せん断応力 

 ガーダに対する最大せん断応力は図 17 の場合である。 
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AV：ガーダ端部のウェブの断面積(=48300mm2) 

g：重力加速度(=9.80665m/s2) 

l：走行レール間距離(=19000mm) 

l2：トロリ車輪間距離(=4400mm) 

l4：トロリが走行給電側クレーン端部にある場合の走行レールとトロリ車輪との距離 

(=13800mm) 

mg：ガーダ 1本当たりの質量(=38100kg) 

mm：主巻定格荷重(=150000kg) 

mt：トロリ質量(=51500kg) 

Q1：ガーダ質量によるガーダ端部のせん断力(N) 

Q2：トロリ質量によるガーダ端部のせん断力(N) 

Q3：主巻定格荷重(質量)によるガーダ端部のせん断力(N) 

Q：ガーダ端部の合計せん断力(N) 

τ：ガーダ端部のせん断応力(N/mm2) 

 

4.2.1.3.組合せ応力 
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AV1：ガータ中央部の断面積(=106444mm2) 

mm：主巻定格荷重(=150000kg) 

mt：トロリ質量(=51500kg) 

Q4：主巻定格荷重(質量)及びトロリ質量によるガータ中央部(横行車輪位置)のせん断力(N) 

τ3：ガータ中央部(横行車輪位置)のせん断応力(N/mm2) 

σT：ガータ中央部の組合せ応力(N/mm2) 

σt：ガータ中央部の曲げ(引張)応力(N/mm2) 

 

 

図 16 

 
図 17 
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4.2.2.クレーン脚部 

4.2.2.1.曲げ応力 
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 ここで 

 ｇ：重力加速度(=9.80665m/s2) 

 Ha12：トロリ質量による剛脚下部の水平方向反力(N) 

 Ha13：主巻定格荷重(質量)による剛脚下部の水平方向反力(N) 

 Ix11：剛脚上部の X軸に関する断面二次モーメント(=6.291×1010mm4) 

 Ix14：剛脚側ガータつなぎの X軸に関する断面二次モーメント(=1.252×1011mm4) 

 

 ｋ1：剛脚の剛比(-) 

 l：走行レール間距離(=19000mm) 

 l2：トロリ車輪間距離(=4400mm) 

 l4：トロリが走行給電側クレーン端部にある場合の走行レールとトロリ車輪との距離 

(=13800mm) 

 l8：トロリスパン(=4300mm) 
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 l9：剛脚上側軸芯～横行レール中心までの距離(=850mm) 

 l21：剛脚軸芯間距離（下側）(=9500mm) 

 l22：剛脚軸芯間距離（上側）(=6000mm) 

 l23：剛脚高さ(=11032mm) 

 l24：剛脚長さ(=11170mm) 

 l25：剛脚上下軸芯の差(=1750mm) 

 l26：剛脚最小断面までの高さ(=2327mm) 

 m1：剛脚の不静定時数(-) 

 mg：ガーダ 1本当たりの質量（=38100kg） 

 mg2：反横行給電側ガータの質量(=34500kg) 

 mg3：走行給電側剛ガータつなぎ質量(=7600kg) 

 mg4：反走行給電側ガータつなぎ質量(=6000kg) 

 ml1：走行給電側剛脚の質量(=17270kg) 

 ml2：反走行給電側剛脚の質量(=17270kg) 

 mm：主巻定格荷重（質量）(=150000kg) 

 mt：トロリ質量（ワイヤ，フック含む）(=51500kg) 

 MB11：ガータ質量による剛脚の最大曲げモーメント(N･mm) 

 MB11a：ガータ質量による剛脚最小断面位置（下部）での曲げモーメント(N･mm) 

 MB12：トロリ質量による剛脚の最大曲げモーメント(N･mm) 

 MB12a：トロリ質量による剛脚最小断面位置（下部）での曲げモーメント(N･mm) 

 MB13：主巻定格荷重（質量）による剛脚の最大曲げモーメント(N･mm) 

 MB13a：主巻定格荷重（質量）による剛脚最小断面位置（下部）での曲げモーメント(N･mm) 

 MB14：走行方向水平地震力による剛脚の曲げモーメント(N･mm) 

 MB14a：走行方向水平地震力による剛脚最小断面位置（下部）での曲げモーメント(N･mm) 

 MB15：横行方向水平地震力による剛脚の曲げモーメント(N･mm) 

 MB15a：横行方向水平地震力による剛脚最小断面位置（下部）での曲げモーメント(N･mm) 

 MV1：剛脚の垂直荷重による合計曲げモーメント(N･mm) 

 MV1a：垂直荷重による剛脚最小断面位置（下部）での合計曲げモーメント(N･mm) 

 Pk11：ガーダ質量による剛脚に加わる荷重(N) 

 Pk12：トロリ質量による剛脚に加わる荷重(N) 

 Pk13：主巻定格荷重（質量）による剛脚に加わる荷重(N) 

 Pk14：走行方向水平地震力(N) 

 Pk15：剛脚 1本に作用する横行方向水平地震力(N) 

 Va11：ガーダ質量による剛脚下部の鉛直方向反力(N) 

 Va12：トロリ質量による剛脚下部の鉛直方向反力(N) 

 Va13：主巻定格荷重（質量）による剛脚下部の鉛直方向反力(N) 
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 Va14：走行方向水平地震力による剛脚下部の鉛直方向反力(N) 

 Va15：横行方向水平地震力による剛脚下部の鉛直方向反力(N) 

 Zx11 :剛脚上部の X軸に関する断面係数(7.141×107mm3)  

 ZX13 :剛脚下部の X軸に関する断面係数(1.295×107mm3) 

 ZY11 :剛脚上部の Y軸に関する断面係数(8.237×107mm3) 

 ZY13 :剛脚下部の Y軸に関する断面係数(1.107×107mm3) 

 σVt1：剛脚の走行方向曲げ応力(N/mm2) 

 σHt1：剛脚の横行方向曲げ応力(N/mm2) 

 σt11：剛脚の曲げ応力(N/mm2) 

 σVt1a：剛脚最小断面位置（下部）での走行方向曲げ応力(N/mm2) 

 σHt1a：剛脚最小断面位置（下部）での横行方向曲げ応力(N/mm2) 

 σt11a：剛脚最小断面位置（下部）での曲げ応力(N/mm2) 

 

4.2.2.2.圧縮応力 

1514113121116 )1()( aaVaaak VVCVVVP  

13

16
11 A

Pk
c  

A13：剛脚下部の断面積(=49984mm2) 

Pk16：剛脚軸方向の圧縮力(N) 

 Va11：ガーダ質量による剛脚下部の鉛直方向反力(N) 

 Va12：トロリ質量による剛脚下部の鉛直方向反力(N) 

 Va13：主巻定格荷重（質量）による剛脚下部の鉛直方向反力(N) 

 Va14：走行方向水平地震力による剛脚下部の鉛直方向反力(N) 

 Va15：横行方向水平地震力による剛脚下部の鉛直方向反力(N) 

 σc11：剛脚の圧縮応力(N/mm2) 
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4.3.評価結果 

クレーン各部応力の評価結果 

 応力の種類 
算出応力 

(N/mm2) 

許容応力 

(N/mm2) 
評価結果 

本体ガーダ 

曲げ 146 343 O.K. 

せん断 51 198 O.K. 

組合せ 148 343 O.K. 

剛脚（上部） 
曲げ 115 280 O.K. 

圧縮 76 246 O.K. 

剛脚（下部） 
曲げ 174 280 O.K. 

圧縮 76 246 O.K. 
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Ⅱ 乾式キャスク仮保管設備に関する要目表 

 

 乾式キャスク仮保管設備を構成する機器の寸法等の要目について示す。 
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別表 1-1 乾式貯蔵キャスク（大型） 

名  称 使用済燃料乾式貯蔵容器 

種  類 － 密封監視機能付 横置円筒型 

容  量 体 52 

最高使用圧力 MPa 1.6 

最高使用温度 
キャスク容器 ℃ 170 

バ ス ケ ッ ト ℃ 225 

主

 

要

 

寸

 

法 

キャスク 

容器 

全 長 ㎜ （5595） 

外 径 ㎜ （2386） 

胴 内 径 ㎜ （1460） 

胴 板 厚 さ ㎜ 260（260） 

底 板 厚 さ ㎜ 305（305） 

一 次 蓋 厚 さ ㎜ 295（295） 

一 次 蓋 外 径 ㎜ （1710） 

バスケット 

全 長 ㎜ （4480） 

中 心 間 距 離 ㎜ （160, 168） 

内 の り ㎜ （148） 

厚 さ ㎜ 
12（12） 

20（20） 

材

 

料 

胴   板 － GLF1 相当（ASME SA-350 Gr.LF5） 

一 次 蓋 － GLF1 相当（ASME SA-350 Gr.LF5） 

底   板 － GLF1 相当（ASME SA-350 Gr.LF5） 

バスケット － B-Aℓ 及び A6061P 

 

放 

射 

線 

遮 

へ 

い 

材 

種  類 
主 要 寸 法 
（最小厚さ mm） 

冷却方法 材 料 

使用済燃料 
乾式貯蔵容器 
（密封監視機能
付横置円筒型） 

円 
筒
部 

胴  板 260 

自然冷却 

低合金鋼 

中 性 子 
遮へい材 

106/170 レジン 

底
部 

底  板 305 

自然冷却 

低合金鋼 

中 性 子 
遮へい材 

150 レジン 

蓋
部 

一 次 蓋 295 

自然冷却 

低合金鋼 

二 次 蓋 90 ステンレス鋼 

中 性 子 
遮へい材 

140 
 

レジン 

別表 1-2 乾式貯蔵キャスク（大型）の許容寸法 （ ）は公称値を示す。 
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名称 公称値 2) 許容範囲 2) 根拠 

キ
ャ
ス
ク
容
器 

全長 1) mm 5595 5590～5605 製造能力，製造実績を考慮したメーカ許容値 

外径 mm 2386 2374～2398 製造能力，製造実績を考慮したメーカ許容値 

胴内径 mm 1460 1460～1463 
バスケットとの取り合い，製造能力，製造実績を

考慮したメーカ許容値 

胴板厚さ mm 260 260 以上 製造能力，製造実績を考慮したメーカ許容値 

底板厚さ mm 305 305 以上 製造能力，製造実績を考慮したメーカ許容値 

一次蓋厚さ mm 295 295 以上 製造能力，製造実績を考慮したメーカ許容値 

一次蓋外径 mm 1710 1707～1713 JIS B 0405 に基づいて設定 

バ
ス
ケ
ッ
ト 

全長 mm 4480 4470～4490 
キャスク容器との取り合い，製造能力，製造実績

を考慮したメーカ許容値 

中心間距離 
mm 160 154～161.4 製造能力，製造実績を考慮したメーカ許容値 

mm 168 162～169.6 製造能力，製造実績を考慮したメーカ許容値 

内のり mm 148 142～148 製造能力，製造実績を考慮したメーカ許容値 

厚さ 
mm 12 12～13.4 製造能力，製造実績を考慮したメーカ許容値 

mm 20 20～21.6 製造能力，製造実績を考慮したメーカ許容値 

 

名称 公称値 3) 許容範囲 3) 根拠 

円
筒
部 

胴板 mm 260 260 以上 製造能力，製造実績を考慮したメーカ許容値 

中性子遮へい材 
mm 170 170～173 製造能力，製造実績を考慮したメーカ許容値 

mm 106 106～109 製造能力，製造実績を考慮したメーカ許容値 

底
部 

底板 mm 305 305 以上 製造能力，製造実績を考慮したメーカ許容値 

中性子遮へい材 mm 150 150～153 製造能力，製造実績を考慮したメーカ許容値 

蓋
部 

一次蓋 mm 295 295 以上 製造能力，製造実績を考慮したメーカ許容値 

二次蓋 mm 90 90～92 製造能力，製造実績を考慮したメーカ許容値 

中性子遮へい材 mm 140 140～143 製造能力，製造実績を考慮したメーカ許容値 

 1)全長は二次蓋含む。 
2)工事計画認可申請書添付書類「Ⅳ-5 図面」の「工事計画書記載の公称値の許容範囲[使用済

燃料乾式貯蔵容器]」による。 
3)工事計画認可申請書添付書類「Ⅳ-5 図面」の「工事計画書記載の公称値の許容範囲[放射線

遮へい材]」による。 
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別表 1-3 乾式貯蔵キャスク（中型） 

名  称 使用済燃料乾式貯蔵容器 

種  類 － 密封監視機能付 横置円筒型 

容  量 体 37 

最高使用圧力 MPa 1.6 

最高使用温度 
キャスク容器 ℃ 170 

バ ス ケ ッ ト ℃ 225 

主

 

要

 

寸

 

法 

キャスク 

容器 

全 長 ㎜ （5595） 

外 径 ㎜ （2166） 

胴 内 径 ㎜ （1240） 

胴 板 厚 さ ㎜ 260（260） 

底 板 厚 さ ㎜ 305（305） 

一 次 蓋 厚 さ ㎜ 295（295） 

一 次 蓋 外 径 ㎜ （1490） 

バスケット 

全 長 ㎜ （4480） 

中 心 間 距 離 ㎜ （160） 

内 の り ㎜ （148） 

厚 さ ㎜ 12（12） 

材

 

料 

胴   板 － GLF1 相当（ASME SA-350 Gr.LF5） 

一 次 蓋 － GLF1 相当（ASME SA-350 Gr.LF5） 

底   板 － GLF1 相当（ASME SA-350 Gr.LF5） 

バスケット － B-Aℓ 及び A6061P 

 

放 

射 

線 

遮 

へ 

い 

材 

種  類 
主 要 寸 法 
（最小厚さ mm） 

冷却方法 材 料 

使用済燃料 
乾式貯蔵容器 
（密封監視機能
付横置円筒型） 

円 
筒
部 

胴  板 260 

自然冷却 

低合金鋼 

中 性 子 
遮へい材 

106/170 レジン 

底
部 

底  板 305 

自然冷却 

低合金鋼 

中 性 子 
遮へい材 

150 レジン 

蓋
部 

一 次 蓋 295 

自然冷却 

低合金鋼 

二 次 蓋 90 ステンレス鋼 

中 性 子 
遮へい材 

140 
 

レジン 

別表 1-4 乾式貯蔵キャスク（中型）の許容寸法 
（ ）は公称値を示す。 
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名称 公称値 2) 許容範囲 2) 根拠 

キ
ャ
ス
ク
容
器 

全長 1) mm 5595 5590～5605 製造能力，製造実績を考慮したメーカ許容値 

外径 mm 2166 2154～2178 製造能力，製造実績を考慮したメーカ許容値 

胴内径 mm 1240 1240～1243 
バスケットとの取り合い，製造能力，製造実

績を考慮したメーカ許容値 

胴板厚さ mm 260 260 以上 製造能力，製造実績を考慮したメーカ許容値 

底板厚さ mm 305 305 以上 製造能力，製造実績を考慮したメーカ許容値 

一次蓋厚さ mm 295 295 以上 製造能力，製造実績を考慮したメーカ許容値 

一次蓋外径 mm 1490 1487～1493 JIS B 0405 に基づいて設定 

バ
ス
ケ
ッ
ト 

全長 mm 4480 4470～4490 
キャスク容器との取り合い，製造能力，製造

実績を考慮したメーカ許容値 

中心間距離 mm 160 154～161.4 製造能力，製造実績を考慮したメーカ許容値 

内のり mm 148 142～148 製造能力，製造実績を考慮したメーカ許容値 

厚さ mm 12 12～13.4 製造能力，製造実績を考慮したメーカ許容値 

 

名称 公称値 3) 許容範囲 3) 根拠 

円
筒
部 

胴板 mm 260 260 以上 製造能力，製造実績を考慮したメーカ許容値 

中性子遮へい材 

mm 170 170～173 製造能力，製造実績を考慮したメーカ許容値 

mm 106 106～109 製造能力，製造実績を考慮したメーカ許容値 

底
部 

底板 mm 305 305 以上 製造能力，製造実績を考慮したメーカ許容値 

中性子遮へい材 mm 150 150～153 製造能力，製造実績を考慮したメーカ許容値 

蓋
部 

一次蓋 mm 295 295 以上 製造能力，製造実績を考慮したメーカ許容値 

二次蓋 mm 90 90～92 製造能力，製造実績を考慮したメーカ許容値 

中性子遮へい材 mm 140 140～143 製造能力，製造実績を考慮したメーカ許容値 

1)全長は二次蓋含む。 
2)工事計画認可申請書添付書類「Ⅳ-5 図面」の「工事計画書記載の公称値の許容範囲[使用済

燃料乾式貯蔵容器]」による。 
3)工事計画認可申請書添付書類「Ⅳ-5 図面」の「工事計画書記載の公称値の許容範囲[放射線

遮へい材]」による。 
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別表 2-1 輸送貯蔵兼用キャスクＢ 

名  称 金属キャスク 

種  類 － 輸送貯蔵兼用キャスクＢ 

容  量 体 69 

吊上時重量 ｔ 118.3 

最高使用圧力 MPa 1.0 

最高使用温度 キャスク容器 ℃ 150 

バ ス ケ ッ ト ℃ 260 

主

 

要

 

寸

 

法 

全 長 ㎜ 5320 

外 径 ㎜ 2482 

キャスク 

容器 

胴 内 径 ㎜ 1664 

胴 板 厚 さ ㎜ 244（246） 

底 板 厚 さ ㎜ 195（195） 

一 次 蓋 厚 さ ㎜ 85（85） 

一 次 蓋 外 径 ㎜ 1910 

高    さ ㎜ 5320 

バスケット 

外    径 ㎜ 1664 

高    さ ㎜ 4480 

内    幅 ㎜ 153 

プレート厚さ ㎜ 6（6） 

材

 

料 

胴 － GLF1 

一 次 蓋 － GLF1 

底   板 － GLF1 

バスケット － B-SUS304P-1 

 

放 

射 

線 

遮 

へ 

い 

材 

種  類 
主 要 寸 法 
（最小厚さ mm） 

冷却方法 材 料 

輸送貯蔵兼用 
キャスクＢ 

円 
筒
部 

胴 244(246) 

自然冷却 

GLF1 

中性子遮へい材 
トラニオン 
周辺部以外 

142(143) 
レジン 

(密度 1.51g/cm3以上) 中性子遮へい材 
トラニオン 
周辺部 

107(108) 

外  筒 18.5(20) SM400B 

底
部 

底  板 195(195) 

自然冷却 

GLF1 

中 性 子 
遮へい材 

110(110) 
レジン 

(密度 1.51g/cm3以上) 

中 性 子 
遮へい材 
カバー 

90(90) SGV480 

蓋
部 

一 次 蓋 85(85) 

自然冷却 

GLF1 
中 性 子 
遮へい材 

93(93) 
レジン 

(密度 1.51g/cm3以上) 
中 性 子 
遮へい材 
カバー 

37(40) SUS304 

二 次 蓋 169(169) SGV480 

（ ）は公称値を示す。 
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別表 2-2 輸送貯蔵兼用キャスクＢの許容寸法 

名称 公称値 許容範囲 根拠 

全長 mm 5320 5304～5336 製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

外径 mm 2482 2468～2496 製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

キ
ャ
ス
ク
容
器 

胴内径 mm 1664 1658～1670 製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

胴板厚さ mm 246 244～249 製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

底板厚さ mm 195 195～200 製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

一次蓋厚さ mm 85 85～88 製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

一次蓋外径 mm 1910 1907～1913 製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

高さ mm 5320 5304～5336 製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

バ
ス
ケ
ッ
ト 

外径 mm 1664 1658～1670 製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

高さ mm 4480 4464～4496 製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

内幅 mm 153 151.2～156.2 製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

ﾌﾟﾚｰﾄ厚さ mm 6 6～6.6 製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

 

名称 公称値 許容範囲 根拠 

円
筒
部 

胴板 mm 246 244～249 製造能力，製造実績を考慮したメーカ許容値 

中性子

遮へい

材 

トラニオン

周辺部以外 
mm 143 142～148 製造能力，製造実績を考慮したメーカ許容値 

トラニオン

周辺部 
mm 108 107～112 製造能力，製造実績を考慮したメーカ許容値 

外筒 mm 20 
18.5～

21.5 

JIS による材料公差および 

製造能力，製造実績を考慮したメーカ許容値 

底
部 

底板 mm 195 195～200 製造能力，製造実績を考慮したメーカ容値 

中性子遮へい材 mm 110 110～115 製造能力，製造実績を考慮したメーカ許容値 

中性子遮へい材カバー mm 90 90～95 製造能力，製造実績を考慮したメーカ許容値 

蓋
部 

一次蓋 mm 85 85～88 製造能力，製造実績を考慮したメーカ許容値 

中性子遮へい材 mm 93 93～98 製造能力，製造実績を考慮したメーカ許容値 

中性子遮へい材カバー mm 40 37～42 製造能力，製造実績を考慮したメーカ許容値 

二次蓋 mm 169 169～174 製造能力，製造実績を考慮したメーカ許容値 
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別表 3-1  乾式キャスク支持架台（乾式貯蔵キャスク増設分） 

名 称 
乾式キャスク支持架台 

（乾式貯蔵キャスク増設分） 

材 

料 

支持架台(上部脚柱下部) － SS400 

固定ボルト － S35C 

基礎ボルト － SS400 

主
要
寸
法 

支
持
架
台 

固定ボルトの間隔 mm 800 

固定具全長 mm 5600 

固定具幅 mm 3300 

基礎ボルトの間隔 mm 800 

 

 

別表 3-2 乾式キャスク支持架台(乾式貯蔵キャスク増設分)の許容寸法 

名称 公称値 許容範囲 根拠 

固定具全長 mm 5600 5590～5610 メーカ基準 

固定具幅 mm 3300 3288～3312 
メーカ基準 

メーカ据付要求 

固定ボルトの間隔 mm 800 798～802 メーカ基準 

基礎ボルトの間隔 mm 800 798～802 メーカ基準 

 



65 

 

別表 4-1 乾式キャスク支持架台（輸送貯蔵兼用キャスクＢ分） 

名 称 
乾式キャスク支持架台 

（輸送貯蔵兼用キャスク分） 

材
料 

鋼製支持架台 － SM490A 

基礎ボルト － S45C 

主
要
寸
法 

鋼
製
支
持
架
台 

ボルト穴と反キャスク側

底板端部との距離 

mm 
70 

ボルト穴とキャスク側底

板端部との距離 

mm 
190 

底板側端部とボルト穴と

の距離 

mm 
730 

 

別表 4-2 乾式キャスク支持架台（輸送貯蔵兼用キャスクＢ分）の許容寸法 

名称 公称値 許容範囲 根拠 

ボルト穴と反キャスク

側底板端部との距離 
mm 70 61～79 メーカ基準 

ボルト穴とキャスク側

底板端部との距離 
mm 190 187～193 メーカ基準 

底板側端部とボルト穴

との距離 
mm 730 723～737 メーカ基準 



66 

別表 5-1 コンクリートモジュール 

名 称 コンクリートモジュール 

材
料 

ベースプレート － SS400 

側板・天板接合プレート － SS400 

側板・天板コーナ接合プレート － SS400 

アンカーボルト － SS400 

主
要
寸
法 

天板パネル厚さ mm 200 

側板パネル厚さ mm 200 

ベースプレート厚さ mm 19 

側板・天板接合ﾌﾟﾚｰﾄ厚さ mm 6 

側板・天板ｺｰﾅ接合ﾌﾟﾚｰﾄ厚さ mm 9 

給・排気口 
幅 mm 1500※1／1300※2／1200／1140 

高さ mm 400 

  ※1:乾式貯蔵キャスク用コンクリートモジュール 

  ※2:輸送貯蔵兼用キャスク用コンクリートモジュール 

 

別表 5-2 コンクリートモジュールの許容寸法 

名称 公称値 許容範囲 根拠 

天板パネル厚さ mm 200 200～204 メーカ基準 

側板パネル厚さ mm 200 200～204 メーカ基準 

ベースプレート厚さ mm 19 18.25～19.75 JIS G3193 

側板・天板接合プレート厚さ mm 6 5.4～6.6 JIS G3193 

側板・天板コーナ接合プレート厚さ mm 9 8.45～9.55 JIS G3193 

給・排気口 
幅 

mm 1500※1 1495～1505 メーカ基準 

mm 1300※2 1295～1305 メーカ基準 

mm 1200 1195～1205 メーカ基準 

mm 1140 1135～1145 メーカ基準 

高さ mm 400 395～405 メーカ基準 

  ※1:乾式貯蔵キャスク用コンクリートモジュール 

  ※2:輸送貯蔵兼用キャスク用コンクリートモジュール 
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別表 6-1 クレーン 

名 称 クレーン 

材
料 

本体ガータ － SM490A 

脚 － SS400 

主
要
寸
法 

スパン mm 19000 

ホイールベース mm 11000 

車輪ツバ高さ mm 25 

レール高さ mm 135 

レールピット深さ mm 135 

 

別表 6-2 クレーンの許容寸法 

名称 公称値 許容範囲 根拠 

スパン mm 19000 18995～19005 JIS B8801 

ホイールベース mm 11000 10990～11010 メーカ基準 

車輪ツバ高さ mm 25 24.5～25.5 メーカ基準 

レール高さ mm 135 134.5～136 メーカ基準 

レールピット深さ mm 135 135～165 

国土交通省における 

土木工事施工管理基準 

及び規格値等 
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別表 7 密封監視装置警報設定値※ 

監視対象設備 警報設定値(kPa abs) 許容範囲(kPa abs) 

乾式貯蔵キャスク(大型) 294 286.6～301.4 

乾式貯蔵キャスク(中型) 294 286.6～301.4 

輸送貯蔵兼用キャスク B 294 286.6～301.4 

※警報設定値および許容範囲については設置工事に係る確認実施時の値であり，今後変更

の可能性がある。 

 

 

別表 8 除熱監視装置警報設定値※ 

監視対象設備 警報設定値(℃) 許容範囲(℃) 

乾式貯蔵キャスク(大型) 77 74.3～79.7 

乾式貯蔵キャスク(中型) 69 66.3～71.7 

輸送貯蔵兼用キャスク B 79 76.3～81.7 

※警報設定値および許容範囲については設置工事に係る確認実施時の値であり，今後変更

の可能性がある。 
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別表 9-1 エリア放射線モニタ 

名 称 エリア放射線モニタ 

検出高さ 
mm 

基礎から 600mm 以上 

1800mm 以下 

設置位置 － 図 1に示す位置 

 

 

図 1 エリア放射線モニタ配置図 

 

別表 9-2 エリア放射線モニタ警報設定値※ 

警報設定値(mSv/h) 許容範囲(mSv/h) 

3.0×10-2 2.574×10-2～3.496×10-2 

※警報設定値および許容範囲については設置工事に係る確認実施時の値であり，今後変更

の可能性がある。 
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別表 9-3 エリア放射線モニタの線源校正確認の許容範囲 

許容範囲 

±30% 

 

 

別表 9-4 エリア放射線モニタの各校正点の基準入力及び許容範囲※ 

基準入力 許容範囲(μSv/h) 

0.5μSv/h 4.3×10-1～5.8×10-1 

5μSv/h 4.29×100～5.82×100 

50μSv/h 4.290×101～5.828×101 

0.5mSv/h 4.29×102～5.82×102 

5mSv/h 4.290×103～5.828×103 

50mSv/h 4.290×104～5.828×104 

※許容範囲については設置工事に係る確認実施時の値であり，今後変更の可能性がある。 
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別表 10 地盤，基礎コンクリート 

名 称 判定基準 

地 

盤 

寸法 地盤改良深度 所定深度まで地盤改良されていること 

強度 地盤改良強度 
JEAC4616-2009 に適合すること 

設計基準強度：330 kN/m2 

基
礎
コ
ン
ク
リ
ー
ト 

材料 鉄筋 
JIS G 3112 に適合すること 

鉄筋材質：SD345 

寸法 

主筋配置 所定ピッチにほぼ均等に配置されていること 

基礎 

所定の厚さであること 

乾式貯蔵キャスク基礎部  ：1,000mm 

輸送貯蔵兼用キャスク基礎部：800mm 

強度 コンクリート強度 
コンクリート標準示方書に適合すること 

設計基準強度：24N/mm2 

 


